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それぞれの装置を駆使しながら、仕込み直後は 15℃程度で 1 ヵ月、その後


















































福島県内では 1945 年（昭和 20 年）8 月の第 2 次世界大戦の終戦以降、
物価の著しい上昇などの混乱期を経て、1947 年（昭和 22 年）に福島県味
噌醤油工業協同組合が創立 12）し、県内味噌醤油醸造会社 424 名からなる協
同組合が誕生した。今では考えられないほど多くの味噌醤油醸造所が、福
島県内に存在していたことになる。  
それから 9 年後の 1956 年（昭和 31 年）には同工業協同組合内に「技術
指導部」が設置されると技術指導員が配属され、当時でも 350 軒近くあっ












に道なし ”の構想を抱くようになった」と回想されていた。  










での協業化事業」であった。創業当初、従業員 5 名による 1 か月の生産高
は原料石数で 12 石（2,160L）。これを 12 水で仕込みをした場合の諸味出来
高は 20 石（3,672L）に相当した。よって、単純に 1 年分に換算すると約










































 集中生産研究委員会は委員として工業組合理事 18 名の他、県内 5 方部よ
り各 2 名ずつ 10 名を追加し、合計 28 名の委員で構成された。委員会は 1963




 1963 年（昭和 38 年）8 月 27 日、福島県醤油集中生産促進協議会を開催。











 同年 11 月、醤油集中生産実行委員会は新組合の設立発起人となり、県下
全醤油製造業者に対し、新組合工場設立の同意を求めるとともに同年 12 月
5 日開催の新組合創立総会への出席を依頼した。そして同年 12 月 5 日、福
島市において福島県醤油醸造協同組合の記念すべき創立総会が、設立同意
者数 105 名、出席者数 75 名の多数の参加者により開催された。工場は県の
地理的にほぼ中央に位置する安達郡安達町油井（現在の二本松市油井）と
決まった。  
 翌年の 1964 年（昭和 39 年）2 月 4 日、設立登記が完了し、福島県醤油
醸造協同組合は正式に誕生した。全醤工連より『安定大綱案』が発表され



























う。」と述べられている 16）。  






 「醤油業界安定施策の大綱」の発表以降、1965 年（昭和 40 年）ごろか
ら始まった醤油業界の取り組みにより、集約化した醤油製造工場について




































































の協業化により、設立当初 100 社ほどあった福島県内の醤油醸造所が、 54
年後の今でも約 70 社残っていることからも意義があったと考えられる。  
 全醤工連が報告した『醤油業界 21 世紀のあけぼの』の中でも、醤油協業
















































（第 2 章  要約）  
福島県内では 1947 年（昭和 22 年）に福島県味噌醤油工業協同組合が創
立し、県内味噌醤油醸造会社 424 名からなる協同組合が誕生した。  







 1963 年（昭和 38 年）8 月、福島県醤油集中生産促進協議会を開催。賛同
者 128 名であった。この協議会では事業の範囲を『福島県内 1 か所にて生
揚までの集中生産をする』ことで一致した。また今後は「醤油集中生産実
行委員会」と名称を変え、本格的に協業工場建設への道へと動き始めた。  
 同年 10 月 3 日から 6 日にかけ、醤油集中生産実行委員会主催により、県
内 5 方部において生揚集中工場設立計画に関する説明会が開催された。  
 醤油集中生産実行委員会は新組合の設立発起人となり、同年 12 月 5 日、
福島市において福島県醤油醸造協同組合の記念すべき創立総会が、設立同









年の 1963 年（昭和 38 年）3 月に「中小企業近代化促進法（近促法）」が制
定されたこともあり、醤油業界の構造を改善していこうという流れが一気
































































①  実用規模円盤製麹での麹サンプリング方法  
実用規模円盤製麹での調査・研究に使用した麹は、脱脂加工大豆および
















採取した麹 50g と脱イオン水 200mL を市販ジューサーミキサーにて 1 分
間混和し、その混合物を直接 pH メータ （ー電極式、東亜 DKK 株式会社製、
HM-25R）にて測定した。  
 
②－3．全プロテアーゼ（ pH7）活性  
 麹 20g を 300mL 三角フラスコに採り、0.5％食塩水 200mL を加え 30℃







 麹 10g を滅菌済み 0.8％生理食塩水に懸濁後、滅菌操作により麹の一般細
菌数を測定した。培地は基本的に標準寒天培地とし、麹菌の生育を抑制す
る目的でカビサイジン（真菌抑制剤）を 100mg 力価加えたものを使用した。





 円盤製麹装置直径 13m、麹層厚 45cm の工場円盤製麹において、麹表面
に抜けてくる通風をボールセンサ（テストターム株式会社製、マルチ環境




小型円形製麹機（写真 1、アクリル製、直径 50cm、盛込厚 10cm）を 6
区分に等分割したものを準備し、各区分について次の要領で盛込した。  
 脱脂加工大豆 500g を 125％撒水後オートクレーブ蒸煮し、小麦 500g を
炒熬割砕したものと混合後、ここへ種麹 0.1g（Aspergillus oryzae S-03、
株式会社樋口松之助商店製）を混合し盛込原料とした。盛込後は断続式に
通風させる方法により 3 日麹 19）で培養し、麹の品温経過を追った。  
 
②－7．盛込時間差解消のための実用規模製麹実験（2 工場）  
 自走ベルトコンベア式盛込法は福島県醤油醸造協同組合工場において脱
脂加工大豆 6,500kg と小麦 6,140kg、ならびに種麹 2,200g を原料として用
い、110 石円盤製麹装置（株式会社フジワラテクノアート製、型式 ES105
自動製麹装置、直径 10.5ｍ、盛込堆積層 40cm、盛込作業約 3.5 時間）によ
り 3 日麹式実験製麹を行った。  
 スクリューコンベア式盛込法は福岡県醤油醸造協同組合工場において脱
脂加工大豆 17,100kg と小麦 15,300kg、ならびに種麹 5,400g を原料として
用い、270 石円盤製麹装置（永田醸造機械株式会社製、型式 NFT 自動製麹
32 
 
装置、直径 13.5m、盛込堆積層 57cm、盛込作業約 3.4 時間）により同じく
3 日麹式実験製麹を行った。  
 
（3）結果および考察  
 全国醤油協業化工場 5 社による、その工場別麹分析結果（2001 年（平成
13 年））を図 4 に示した。  
 麹水分については全体的に内側麹の水分が低く、5％近くの差が出ている










装置において調査した。数回にわたる測定結果を図 5 に示した。  










































るいは外側からかで、麹の品温上昇パターンが全く異なることがわかった。   
次にそのパターン例を示す。  
 内側から先に盛込した場合（図 7、自走ベルトコンベア式、110 石室、盛
込厚 40cm）、明らかに内側麹の品温上昇が早く、外側麹とは 5℃程度の温
度差で 1 番手入をしている。  
 一方、外側から先に盛込をした場合（図 8、スクリューコンベア式、270
石室、盛込厚 57cm）は、逆に外側麹の品温上昇が早く内側麹とは 5℃程度




































 写真 1 に示した小型円形製麹装置にて全部で 6 点の麹（1 試験区当たり原
料 1,000g ずつ）を時間差培養した。すなわち試験区 1 に盛込後、同様の原
料を試験区 2 から 6 まで、1 時間ずつ時間差をつけながら盛込した。その後、
盛込開始から 18 時間目に全試験区一斉に 1 番手入をし、さらに 24、30 時
間目も 2、3 番手入を全区一斉に行い、培養を継続した。  
 その結果図 9 にしたように、予想通りに試験区 1 の盛込開始区が最も品




と 3 時間後盛込区との品温上昇差を観察すると、約 5℃である。この結果を







 さらにこの装置にて盛込時間差解消のための追実験を行った。  
図 10 は盛込原料混合製麹法の結果である。これは盛込の初めと終わりの各
原料を混合して培養した場合どうなるか実験室レベルで確認したものであ
る。この実験では盛込開始区と 2 時間後盛込区に約 5℃の品温上昇差が認め


























































 図 11 は種麹増量製麹法の結果である。これは盛込後期の原料に種麹をや
や多めに添加し、意図的に品温上昇を促す方法である。この実験では盛込
開始区と 3 時間後盛込区には約 6℃の温度差が見られた。ところが 3 時間後
の盛込原料であっても種麹を通常の 1.5 倍量添加して培養すると、その経過













































































アーゼ活性（U）は内側：外側＝ 660： 640、細菌数（ log cfu/g）も同様に
















て 2003 年（平成 15 年）に醤油業界で初めて発表した。この報告以降「盛
込時間差を解消する均一盛込法」は全国の醤油工場で採用された。さらに




















































































第 4 章  生揚品質の安定化に関する研究  





















①  小麦の膨化度測定方法  
①  －1 しょうゆ試験法による測定 25）  
53 
 
生麦・炒り麦それぞれを 500 粒ずつ採取し、その容積を 200mL メスシリ
ンダーで測り、計算式：炒り麦容積 mL÷生麦容積 mL にて算出した。  
 
①  －2 比重応用法による測定 26）  
生麦・炒り麦それぞれの同一容積における重量（比重）を測定し、計算
式：生麦重 g÷炒り麦重 g にて算出した。  
 




販酵素剤 5mg（製品名：グルク 100G、成分：グルコアミラーゼ 30％、α－
アミラーゼ 20％、プロテアーゼ 8％、グアーガム 0.3％、食品素材 41.7％、
天野エンザイム株式会社製）と 23％食塩水 100mL を加え、200mL 三角フ
ラスコにて 15℃、 30 日間次いで 30℃、10 日間消化した（図 16）。消化物
を東洋濾紙 No.2 にて濾過後、濾液の成分を分析した。還元糖はソモギ変法
27）、グルコースは RQ フレックス法 28）にて測定した。  
 
（3）結果および考察  





























































濃度別酵素消化と、あわせて実験室で調製した醤油麹 2 種 [原料：脱脂加工
大豆＋小麦、原料総元 40g、15cm ガラスシャーレ製麹、Aspergillus oryzae 
S-03 または Aspergillus sojae No.12（いずれも株式会社樋口松之助商店
製） ]由来の透析酵素液による消化を比較検討した。なお消化温度条件の選
定は一般的な消化方法である「30～40℃、7 日間から 14 日間」ではなく、
近年主流となっている適温醸造法 8）の初期品温経過モデルでもある「15℃、
30 日間次いで 30℃、10 日間」とした。この理由は小麦デンプンが麹菌酵
素群で溶解される際の温度と日数を現場モデルからあてはめ、より工場の
分解条件（適温醸造法）に近いものとして再現させるためである。  





る 2.5mg から 10mg 程度のレベルがそれに近い結果であった。表 2．の計
算上の酵素単位も比較すると、いかに酵素製剤が必要十分以上に多いかが
うかがえる。よって、実験方法は図 16 に示す通り、酵素剤 5mg を 20g の
小麦サンプルに加えるという低濃度でかつシンプルな方法で行うことにし
た。本生揚協業工場の他生揚協業 4 工場に協力を依頼し、実際の工場炒り
























































 まずは図 20 について説明する。これは 2009 年（平成 21 年）～2011 年
（平成 23 年）までの 3 年分の濃口諸味（脱脂加工大豆＋小麦、120kL 屋外
型鉄タンク）を適温醸造法 7）にて醸造した諸味の 3 ヶ月目のアルコール濃
度について各種相関を取ったものである。1 ヶ月目の還元糖量（DS%）と 3
ヶ月目のアルコール量には当然ながら正の相関性が認められる（R=0.292）。









































ついても相関関係を確認した。その結果、単位 TN 当たりの DS とアルコー
ル生成量との関係は R=0.437 とより高い相関係数で表され、データが見や
すくなった。例えば、 10％の還元糖を溶出していたにも関わらず、アルコ
ールは 2％に満たなかった発酵不順の諸味がある（図 20 矢印）。この諸味は、
1 ヶ月目において全窒素の値もやや高いものであった。この諸味について










麦デンプンの α 化と膨化度の関係が板倉ら 22）から報告され、TN 溶出との


































































認した（図 22）。  
先に述べたような小麦炒熬における迅速的な膨化度の確認法は工場炒熬
の安定的な運転へとつながっており、結果的に成分溶出性の強い小麦を提

























































































































れ専用バーコードにて校正する。次に醤油希釈溶液に RQ 乳酸テスト紙を 3
秒間浸し、取り出して軽く表面を拭き取る。更に遮光状態で 300 秒保持し、
RQ フレックス装置にかけると、自動的に数値が表示される（mg／L 表示）。
この数字に希釈率等を勘定し、mg／ 100mL の単位にて表示した。  



























溶液に RQ グルコーステスト紙を 15 秒間浸し、取り出して軽く表面を拭き








方法については図 24 に示した。その醤油液汁を脱イオン水にて 100mL メ
スフラスコにて 500 倍に希釈した（醤油液汁 0.2mL を脱イオン水で 100mL）。
一方、反応試薬については次のように準備した。アグロチェック  グルタ
ミン酸内の試薬 A、B、C、D それぞれに試薬 E のリン酸緩衝液（pH8）を
3.5mL ずつ加え、ビンの中で試薬をよく溶解した。次に内径 10mm×長さ
90mm のガラス試験管に、溶液状態になった A、B、C、D の試薬それぞれ
を 0.3mL ずつ入れ、最後に希釈した醤油サンプルを 0.1mL 加えよく混合後、




 RQ フレックス  プラス 10 を用意し、付属の専用スリット（ 3 次元バー
コード）にて予め校正後、先ほどの測定セルを装置にセットし、ふたを閉
めスタートボタンを 1 回押した。5 秒後、ふたを開け今度はセルの向きを前





















 なお、既知分析方法として HPLC 法（装置：日立ハイテクサイエンス  
L-8900、測定方式：ポストラベルニンヒドリン法）と酵素キット法（ヤマ






 濃口生揚醤油（脱脂加工大豆＋小麦） 10 点を集め、乳酸量を測定した。
既知分析値は酵素法（F－キット法）と HPLC 法（ポストカラム電気伝導度
検出法）を比較した。  





 繰り返し試験（TN1.65 濃口本醸造しょうゆ使用、 20℃室温測定、n＝10
回）において、乳酸量は平均値が 663mg％、標準偏差σ22.4、CV％3.4 と
いう結果（表 6）であった。  
 添加回収実験は、濃口しょうゆ（乳酸量 0.795％）をあらかじめ用意して
おき、乳酸の標準溶液をそれぞれ等量ずつ添加する方法で理論値を求め、
RQ フレックス法で実測し回収率を計算した。その結果、表 7 に示したよう
























































に集め測定した。既知分析値は酵素法（グルコース CⅡテスト Wako 法）と
還元糖法（ソモギ変法）を比較した。  
 その結果（図 26）、酵素法とは R=0.991 と高い相関性とともに、数値に
ついてもほぼ同じ値という大変良好な結果が得られた。還元糖との比較に
おいても同様に相関関係は良好であった。  
 繰り返し試験（表 8、TN1.65 濃口本醸造しょうゆ使用、 20℃室温測定、
n＝10 回）において、グルコース量については平均値 3.6％、標準偏差σ0.1、
CV％2.8 となった。  
 添加回収実験は、濃口しょうゆ（グルコース量 3.8％）をあらかじめ用意
しておき、グルコースの標準溶液をそれぞれ等量ずつ添加する方法で理論
値を求め、RQ フレックス法で実測し回収率を計算した。その結果、表 9 に




































































 繰り返し分析と誤差に関する実験も行った。同じ醤油を用いて RQ フレ
ックスにて複数回繰り返し分析後、その誤差を確認する試験を行った。同
一の濃口醤油（TN1.65％）にて合計 10 回の分析を 2 日間にまたがり行い、
数字を記録した後に最大値・最小値・平均値を計算、さらに変動係数（CV％）
を求めた。その結果（表 11）、その醤油のグルタミン酸濃度は平均値
1,182mg％、標準偏差 40 であった。バラツキ度合いを表す変動係数 CV%
は 3.3％であり簡易分析法とはいえ、良好な誤差範囲であった。  



















































































といえるであろう。この 3 点は弊工場における長年の懸案事項でもあった。  
 この RQ フレックス法は、装置本体価格が約 10 万円である。イニシャル
コストとしては十分に低コストといえるであろう。またランニングコスト
の代わりともいえる各種試験紙は、1 回の分析あたりに換算して乳酸の場合
が約 300 円、グルコースの場合が約 150 円で、グルタミン酸の場合は約 300
円である。  

























2013 年（平成 25 年）に醤油業界で初めて醤油中の乳酸とグルコースの
RQ フレックス法による測定を発表したが、簡易分析法とはいえその迅速さ
とコストメリットもあり、他の醤油工場でも数多く使用されるようになる





















































2013 年（平成 25 年）から 2015 年（平成 27 年）にかけて検証試験を行っ
た。なおこのプロジェクトチームは本生揚協業工場のほか、福岡県醤油醸
造協同組合、鹿児島県醤油醸造協同組合、大野醤油醸造協業組合（石川県）、
新潟県醤油協業組合との共同研究 41）である。  
 
（方法）  





②  その他一般成分  
アルコールは酸化法 43）、乳酸は RQ フレックス法 28）、グルコースも RQ




③  乳酸菌液体培養  
菌株は市販乳酸菌 FK-1（アンプル型凍結乾燥菌、日本醸造工業株式会社
製）を使い、液体培地は統一して濃口生揚（脱脂加工大豆＋小麦，TN1.7％）
を 30％、食塩 10％、ブドウ糖 1％とし、オートクレーブ終了後、10％NaOH
にて pH7 に補正した。  
培養は 300mL 三角フラスコにて培地 200mL に FK-1 の菌体 1 アンプル
を入れ 30℃、4 日間静置培養した。次いで 2L 平底フラスコにて培地 2L に
植え継いで培養を同じ条件にて継続した。この 2L 培養液を工場培養 300L
培養装置にて 200L の培地に添加し、 30℃、 5 日間静置培養した（図 29）。 
 
④  ヒスタミン生成菌確認方法  
 醤油培地（生揚（ヒスタミン ND）25％、食塩 10％、グルコース 1.5％、
L-ヒスチジン 1％、 pH7）10mL をφ15mm×L170mm の試験管に入れ予め
オートクレーブしたものに検液（野生乳酸菌の棲家になっているような塩
水残液など）1mL を加えて、30℃にて 7 日間静置保管後、その液体を遠心
分離（8,000rpm×10 分間）した後、その上澄みをチェックカラーヒスタミ













































































































た（図 33）。この腐敗した液 1mL をヒスタミン生成菌確認培地 10mL（生








































































































 一方、丸大豆諸味（丸大豆＋小麦）について（表 14）、2012 年から 2015
年の結果を示した。スタート当初から乳酸発酵は弱い傾向があり、ヒスタ
ミン生成も低い傾向にあった。この点はむしろやりやすさを感じていた。











































































（第 4 章  要約）  



















































 第 5 章  生揚生産協業化の成果と将来  
 ここでは協業化になったことによる成果と将来について触れたい。  


















てはやや甘めのタイプが多くこれも特徴の 1 つといえるであろう。  
























本生揚協業工場の出荷生揚の実際について示す。表 18 は直近 20 回分に
おける濃口生揚、淡口生揚、再仕込生揚の出荷時のアルコール濃度％につ
いてまとめたものである。濃口生揚はアルコール濃度平均値で 2.86％（最
高 3.17％、最低 2.51％）、淡口生揚はアルコール平均 2.94％（最高 3.18％、
























































































 その勉強会の成果が表れ始めた（表 20）。2013 年（平成 25 年）には農林
水産大臣賞 1 点と優秀賞 2 点、2014 年（平成 26 年）も同様に農林水産大
臣賞 1 点と優秀賞 2 点が本生揚協業工場の生揚を使った工場が受賞した。
さらに 2016 年（平成 28 年）には農林水産大臣賞 2 点と食料産業局長賞 1
点、そして優秀賞が 2 点の合計 5 点が県内から入賞している。2017 年（平




















































































でも同様の問題として抱え、設備面では 1 番のネックとなっている。  
このように組合内でも後継者問題、若手育成問題、製造設備更新問題な













（第 5 章  要約）  































































































て 2003 年（平成 15 年）に醤油業界で初めて発表した。この報告以降「盛
込時間差を解消する均一盛込法」は全国の醤油工場で採用された。さらに















































2013 年（平成 25 年）に醤油業界で初めて醤油中の乳酸とグルコースの
RQ フレックス法による測定を発表したが、簡易分析法とはいえその迅速さ
とコストメリットもあり、他の醤油工場でも数多く使用されるようになる


















品へと応用されていく中で、ヒスタミン ND であれば利用されやすくなる。  
アミン低減対策モデル工場として共同研究の形で行われたこの一連の取
り組みは、業界あげての醤油中のアミン低減化への大きな成果として評価








を継続して生産することがとにかく重要で、 1964 年（昭和 39 年）の創立











員数はピーク時で 130 軒であったが、2018 年（平成 30 年）の現在では 65
軒と半数にまで減少している。日本の醤油の出荷量もピーク時の年間 120































































より引用。昭和 40年から 50年ごろまでに醤油工場の集約化で 14の協同組合、同じく 14の協業
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The significance of a raw soy sauce cooperation factory 
and stabilization of quality of raw soy sauce 




Around 1960, there were more than 300 soy sauce brewers in Fukushima prefecture, but 
the quality of soy sauce made by each brewery was not always good quality and stable 
throughout the year. While each brewery had quality instability due to seasonal factors, 
brewing technology had never been at a high level. Furthermore, difficulty of maintaining 
facilities by salt, which was also a raw material, and correspondence to mass production, 
were many challenges they faced. 
Soy sauce manufacturers in Fukushima prefecture discussed measures for these 
concerns for 1 year and 10 months, and the conclude system was to process raw materials, 
koji making, control of moromi and squeezing of moromi in one concentrated factory in 
Fukushima prefecture. On December 5th 1963, the memorable founding general meeting 
commemorated the Fukushima soy sauce brewing cooperation in Fukushima City. The 
registration was completed the following year on February 4th 1964, and the Fukushima 
soy sauce brewing cooperation was officially established. This was the birth of the first raw 
soy sauce cooperation factory in Japan. At this time, this manufacturing method was called 
the "Fukushima method," which gained a great deal of attention in the soy sauce industry 
and became a model in raw soy sauce cooperation factories. 
Soy sauce cooperation factories face unique challenges and these technical problems 
were addressed. Technical innovations were conducted and research that were new to the 
soy sauce industry were presented.  
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The first innovation succeeded in improving the variability of the koji quality that 
occurred due to large scale koji production using a large scale koji-making device. A time 
difference of several hours occurs in mass production, which causes the temperature of the 
earlier koji culture to rise before the later culture. This is greatly related to the quality of 
koji. Currently, koji making is carried out by a culturing method using time lag elimination 
method. The self-propelled conveyor technique reduces time variability of koji temperature 
to almost uniform, and koji with stable quality can be produced at this factory. 
Second, the relation between the degree of wheat roasting and alcohol fermentation of 
moromi was revealed. The factory-roasted wheat was subjected to isothermal digestion in 
salt with a commercially available enzyme agent, and reducing sugars and glucose were 
quantified. After preliminary examination, roasted wheat were obtained from several soy 
sauce factories and enzymatic digestion experiments were carried out at the same time, 
including wheat from the cooperative factory. As a result, it was confirmed that as the 
degree of expansion of the wheat increased, the reducing sugar and glucose were 
comprehensively enzymatically digested. As a method of confirming this degree of 
expansion, rather than conventional complicated and time-consuming "Soy sauce test 
method," the specific gravity of each of the raw wheat and the roasted wheat were obtained. 
By the expression "raw wheat specific gravity ÷ roast wheat specific gravity," "Applied 
specific gravity method" revealed that it is an excellent method with high reproducibility 
and a measurement time of about 1 minute. As a result of detailed examination of wheat 
expansion degree and alcohol fermentation, it was revealed that higher expansion degree of 
wheat in moromi correlates with higher alcohol production. Raw soy sauce of this factory 
was found to have high concentration of alcohol compared with soy sauce from factories 
throughout the country due to these series of research. It also confirmed that raw soy sauce 
of this factory is excellent quality, even in terms of the balance of each ingredient and from 
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a nationwide perspective. Therefore, despite raw soy sauce, it was confirmed that it was 
used at cooperation members’ factories without deterioration for several weeks at room 
temperature and greatly contributed to the quality improvement of soy sauce produced by 
the cooperation members. While utilizing this proprietary "method of rapidly measuring 
the degree of expansion of roast wheat," this factory is linked to wheat roasting for higher 
glucose elution. Furthermore, high-level alcohol fermentation of this factory was able to 
continue. 
Third is the use of reflective photometer - RQ flex. Although this is a simple analyzer 
using AAA batteries, it is a compact but very useful analyzer. When measuring lactic acid, 
glucose and glutamic acid in soy sauce, high-speed liquid chromatography and enzyme 
method using a spectrophotometer were used. However, expensive analysis equipment is 
required, time and labor is required and measurement time is long. On the other hand, the 
RQ flex method is inexpensive, about 100,000 yen, and the measurement time is as short as 
30 minutes. The correlation between the RQ flex method and the conventional method was 
high for lactic acid, glucose and glutamic acid, and the sample processing of soy sauce 
analysis was a simple method of only diluting soy sauce by about 500 times with deionized 
water. As a result, in the case of lactic acid, it was possible to determine the amount of 
lactic acid more specifically than simply measuring the pH. In the case of glucose, glucose 
is a substrate in alcohol fermentation, so quickly obtaining its quantity helps to accurately 
manage current fermentation situation. 
Fourth, as a measure to reduce "histamine," which is regarded as an allergy-like 
substance contained in soy sauce in recent years, the production of histamine ND 
(non-detection) moromi was achieved. Histamine is an allergy-like substance that has 
recently attracted attention and has been found to be a nonvolatile amine produced by 
bacterial contamination in blue fish such as mackerel or bonito in previous studies. On the 
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other hand, recent studies revealed that it can also be detected in soy sauce, and as a result 
of preliminary investigation in commercial soy sauce nationwide, there are also soy sauce 
that contains histamine at more than 1,000 mg / L. The mechanism of histamine formation 
in soy sauce is thought to be decarboxylated from amino acid histidine by salt-resistant 
amine-producing lactic acid bacteria. Initially it was thought that it is impossible to 
produce histamine ND moromi at the factory level, even though histamine ND could be 
produced at the laboratory level. However, this reduction was a very important issue on the 
standpoint of raw soy sauce cooperation factory. At this factory, liquid culture of 
commercially available lactic acid bacteria with amine non-productivity was added to the 
initial moromi. Furthermore, we implemented an improved system to wash the moromi 
fermentation tank (about 10 m in height) and the piping system (length of over 150 m) 
before every production. As a result, proper lactic acid fermentation only by lactic acid 
bacteria with non-amine productivity was achieved, and all the moromi manufactured at 
this factory became histamine ND. This was also a very important achievement from the 
standpoint of jointly producing at the raw soy sauce cooperation factory. 
In 2011, we made a study group on sensory evaluation of soy sauce products called 
"Fukushima prefecture soy sauce exhibition evaluation meeting" by making use of the 
connection of the cooperation. In this study group, sensory evaluation of soy sauce produced 
at cooperation members factories, soy sauce that won top prizes at national soy sauce 
evaluation committees, and soy sauce produced by major manufacturers were organized. 
We also share technical information with participants by analyzing the ingredients of these 
soy sauces at this factory. 
Through technical guidance and so on that have been done while considering the role as 
a raw soy sauce cooperation factory, information exchange between members have become 
effective. As a result, top prize-winning works such as the Minister of Agriculture, Forestry 
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and Fisheries Prize at the National Soy Sauce Product Review Committee have increased 
dramatically, especially since 2012 and attracted attention from this country. 
Japan's first raw soy sauce cooperation factory has been working with its member soy 
sauce factories while keeping its history. Initially there were many technical problems such 
as variations in koji quality and analysis methods of detailed brewing ingredients, but as a 
result of repeated diligent studies, we were able to solve both problems. 
 
